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健やか親⼦ 21（第２次）基盤課題 B：地域格差および思春期保健対策に 

取り組んでいる地⽅公共団体の年次推移、 
「成育医療等基本⽅針に基づく施策の実施状況に関する評価指標」に 

採⽤されている学童・思春期関連の指標に関する研究 
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Ａ．研究⽬的 
 令和 3 年度は、「健やか親⼦ 21（第 2 次）」
学童期・思春期から成⼈期に向けた保健対策
（基盤課題 B）の指標について、既存資料を⽤
いて地域格差を観察することを⽬的とした。ま
た、令和 4 年度は、基盤課題 B の指標のうち、
思春期保健対策に取り組んでいる地⽅公共団
体の割合について、既存資料を⽤いて年次推移
を観察することを⽬的とした。併せて、観察期
間において⾃殺死亡率等の思春期保健対策に
関連する事象との関係を観察した。 

令和 5 年度は、「成育医療等基本⽅針に基づ

く 施 策 の 実 施 状 況 に 関 す る 評 価 指 標
（https://rhino4.med.yamanashi.ac.jp/seiku/p
ub/）」に採⽤されている学童・思春期関連の指
標について、モニタリングの現状を⽰し今後の
課題を検討することを⽬的とした。 
 
Ｂ．研究⽅法 
 令和 3 年度は、平成 29 年度 ⼦ども・⼦育
て⽀援推進調査研究事業 健やか親⼦ 21（第
2 次）に関する調査研究報告書（平成 30 年 3
⽉ ⼀般社団法⼈ ⽇本家族計画協会）1)およ
び平成 30 年度 ⼦ども・⼦育て⽀援推進調査

研究要旨 
令和 3 年度は、「健やか親⼦ 21（第 2 次）」の「学童期・思春期から成⼈期に向けた保健対策

（基盤課題 B）」の指標について、既存資料を⽤いて地域格差を観察することを⽬的とした。ま
た、令和 4 年度は、基盤課題 B の指標のうち、思春期保健対策に取り組んでいる地⽅公共団体
の割合について、既存資料を⽤いて年次推移を観察することを⽬的とした。管内市区町村におけ
る地域と学校が連携した健康等に関する講習会の開催状況が最も少ない都道府県で約 40％であ
るのに対し、最も多い都道府県では約 95％であった。2013 年から 2017 年にかけては、各思春
期保健対策の取組み割合が増加傾向にあり、特に⾃殺防⽌対策についてはその傾向が強かった。
2019 年からの 3 年間の推移については、2020 年に各対策の実施割合が低下傾向にあった。 

令 和 5 年 度 は 「 成 育 医 療 等 基 本 ⽅ 針 に 基 づ く 施 策 の 実 施 状 況 に 関 す る 評 価 指 標
（https://rhino4.med.yamanashi.ac.jp/seiku/pub/）」）に採⽤されている学童・思春期関連の指標
について、モニタリングの現状を⽰し今後の課題を検討した。現状では、国および地⽅公共団体
で利活⽤できる経年変化データの整備は途上であり、今後のデータの蓄積によってモニタリン
グシステムがより活⽤しやすいものとなることが期待される。 
 



185 
 



186 
 



187 
 


